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石狩管内地域いじめ問題等
対策連絡協議会第１回会議

●担当：石狩教育局教育支援課
社会教育指導班 加藤･只野

●電話：011-204-5879(直通)

令和７年（2025年）７月７日（月）、北海道立道民活動センター（かでる2・7）を会場に、構成員16名出

席の下、第１回会議を開催しました。

本会議では、いじめ及び不登校に係る道教委（教育局）の取組について説明のほか、いじめ問題等の２つ
の事例をもとに、それぞれの機関・団体における「未然防止」「早期発見・対応」「組織的な対応」や、学
校・地域・関係機関の連携の具体について協議しました。

石狩管内地域いじめ問題等対策連絡協議会 行徳会長（石狩教育局長）

多くの課題を抱える子どもたちを地域で育てていくために、それぞれの機関・団体がもつ強みや役割を理解し、発揮

するため、関係機関の連携を進めていくことが大切である。

交流・協議 （グループ協議 及び 全体協議）

令和７年度

協議のまとめ

いじめ及び不登校に係る道教委（教育局）の取組

① 北海道いじめ防止基本方針（令和５年３月改訂）

② 北海道いじめ防止等に向けた取組プラン（令和５年４月）

③ ＨＯＫＫＡＩＤＯ不登校対策プラン（令和６年３月）
①②掲載ページ ③掲載ページ

① 他者理解

・集団での活動や交流等をとおして、他の考え方に触れる機会が必要（子ども保護者も）

② 学びの機会

・子どもが被害者、加害者にならないよう、命、人権、道徳、情報モラルなどをテーマ

に、学ぶ場や機会を拡充するほか、啓発活動を行うことが必要

・ＳＯＳの出し方を学ぶ場や機会が必要

・子どもの現状把握や家庭教育について、保護者の学びや支援が必要

③ 信頼関係の構築・相談体制の拡充

・子どもや保護者、地域との良好な関係を築き、相談しやすい環境整備が必要

・子どもや保護者が容易に相談できるよう、窓口の複数化や周知が必要

・一人ひとりが安心できる居場所があることが必要

④ 組織的な対応

・対応者が一人で抱え込まず、情報を的確に整理し、組織内で情報及び指導方針の共有が必要

⑤ 他機関・団体との連携

・ＳＣ、ＳＳＷ、民生委員、警察、専門職員等との情報共有や、学校外での子どもの様子や訴

えを学校と共有することが必要

・他機関や専門職員との連携の方法を整理し、具体化しておくことが必要

・学校内外に学びの支援の場を設けるなど、多様な居場所の整備が必要

・ＳＮＳ等で流出した画像等の拡散を防ぐ方法や手続について周知が必要

※ 警察の対応について

・「警察に相談しにくい」と思わず、積極的に相談してほしい。

・教育現場等における対応を尊重しつつ、事案の悪質性、重大性や緊急性、被害者の子どもや保護者の意向、

学校における対応状況を踏まえ、警察内で協議し対応する。

・学校で繰り返し指導しても進展しない状況についても、警察で対応することが可能。

石狩管内教育委員会協議会 𠮷田会長（北広島市教育委員会教育長）

これからの社会の担い手であり、創り手である子どもたちを守り育てていくため、法律に基づいて

対応することや、警察等の他機関との連携を促進することが大切である。また、社会的公器としての

安心安全な学校づくりはもとより、児童生徒の社会的自立につながる多様な選択ができるよう、子ど

もの居場所や学びの保障について、社会全体で考えていくことが大切である。そのため、各機関・団

体の垣根を低くし、互いに顔が見える関係の中で取組を進めていく必要がある。


